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新成長戦略（基本方針）～輝きのある日本へ～ 

（平成21年12月30日 閣議決定） 

〔科学技術関係部分抜粋〕 

(※下線は事務局) 

 
１． 「新需要創造・リーダーシップ宣言」 
 
（第三の道：成長戦略で新たな需要・雇用をつくる） 

私たちは、公共事業・財政頼みの「第一の道」、行き過ぎた市場原理主義の「第二の

道」でもない、「第三の道」を進む。それは、2020 年までに環境、健康、観光の三分

野で100 兆円超の「新たな需要の創造」により雇用を生み、国民生活の向上に主眼を置

く「新成長戦略」である。 

「坂の上の雲」を目指した「途上国型」の経済運営ではなく、地球規模の課題を解決

する「課題解決型国家」として、アジアと共に生きる国の形を実現する。 

2008 年に発生したアメリカ発の金融危機は世界経済の構造を変えた。アメリカを中

心に需要が世界的に蒸発した今、これまでどおりにモノを作って売ろうにも、それを吸

収する需要が存在しない。私たちは、この新しい現実に対応しなければならない。 

日本経済の現状を見た時、確かに国内において需給ギャップは存在する。2007 年度

に515 兆円に到達した我が国の名目GDP は473 兆円（2009 年度）にまで減少する見込

みである。しかし、国民生活の課題に正面から向き合った時、その課題解決の先には潜

在的な需要が満ち満ちている。 

 

（課題解決型国家を目指して：二つのイノベーション） 

第一の課題は、地球温暖化（エネルギー）対策である。世界最高水準の低炭素型社会

の実現に向けて社会全体が動き出すことにより、生活関連や運輸部門、まちづくりなど

幅広い分野で新しい需要が生まれる。 

第二の課題は少子高齢化対策である。「子育てに安心」、「心身ともに健やかで長寿

を迎えたい」という人類共通の目標を達成するため、健康大国日本の実現を目指す。こ

うした課題への処方箋を示すことが、社会変革と新たな価値を育み、結果として雇用を

創り出す。 

日本が世界に先駆けて課題を解決する「モデル国」となることは、我が国の研究開発

力や企業の体質の強化に直結する。需要の創造と供給力の強化の好循環を作り出すこと

が、デフレ脱却に欠かせない。 

こうした体制を作り出す政府の役割も成長戦略の鍵となる。「グリーン・イノベーシ

ョン」、「ライフ・イノベーション」などを戦略的なイノベーション分野として人材育

成や技術開発を後押しするほか、需要を創造する。同時に、利用者の立場に立った、社

会ルールの変更に取り組む。そして、政府は新たな分野に挑戦する人々を支援する。財

政措置に過度に依存するのではなく、国内外の金融資産の活用を促しつつ、市場創造型

の「ルールの改善」と「支援」のベストミックスを追求する。 
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私たちは、社会変革につながる技術・システムのアジア地域など海外への展開を図る。

日本発の「課題解決型の処方箋の輸出」（システム輸出）によるアジア需要の創造と言

っても良い。世界の成長センターであるアジアの活力を取り込み、アジアと共に生きる

ことが、新しい日本の活力の源となる。世界に開かれた魅力ある国に変わるため、ヒト、

モノ、カネの玄関口となる空港や港湾などの公共インフラを選択し、集中投資する。 

 
２.  6 つの戦略分野の基本方針と目標とする成果 
 
（１）グリーンイノベーションによる環境・エネルギー大国戦略 
 

（「世界最高の技術」を活かす） 
我が国は高度成長期の負の側面である公害問題や二度にわたる石油危機を技術革新

の契機として活用することで克服し、世界最高の環境技術を獲得するに至った。 

ところが今日では、数年前まで世界一を誇った太陽光発電が今ではドイツ・スペイン

の後塵を拝していることに象徴されるように、国際競争戦略なき環境政策によって、我

が国が本来持つ環境分野での強みを、必ずしも活かすことができなくなっている 

 

（グリーン・イノベーションによる成長とそれを支える資源確保の推進） 

電力の固定価格買取制度の拡充等による再生可能エネルギー（太陽光、風力、小水力、

バイオマス、地熱等）の普及拡大支援策や、低炭素投融資の促進、情報通信技術の活用

等を通じて日本の経済社会を低炭素型に革新する。安全を第一として、国民の理解と信

頼を得ながら、原子力利用について着実に取り組む。 

蓄電池や次世代自動車、火力発電所の効率化、情報通信システムの低消費電力化など、

革新的技術開発の前倒しを行う。さらに、モーダルシフトの推進、省エネ家電の普及等

により、運輸・家庭部門での総合的な温室効果ガス削減を実現する。 

電力供給側と電力ユーザー側を情報システムでつなぐ日本型スマートグリッドによ

り効率的な電力需給を実現し、家庭における関連機器等の新たな需要を喚起することで、

成長産業として振興を図る。さらに、成長する海外の関連市場の獲得を支援する。 

リサイクルの推進による国内資源の循環的な利用の徹底や、レアメタル、レアアース

等の代替材料などの技術開発を推進するとともに、総合的な資源エネルギー確保戦略を

推進する。 

 

（２）ライフ・イノベーションによる健康大国戦略 

 

（日本発の革新的な医薬品、医療・介護技術の研究開発推進） 

安全性が高く優れた日本発の革新的な医薬品、医療・介護技術の研究開発を推進する。

産官学が一体となった取組や、創薬ベンチャーの育成を推進し、新薬、再生医療等の先

端医療技術、情報通信技術を駆使した遠隔医療システム、ものづくり技術を活用した高

齢者用パーソナルモビリティ、医療・介護ロボット等の研究開発・実用化を促進する。

その前提として、ドラッグラグ、デバイスラグの解消は喫緊の課題であり、治験環境の
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整備、承認審査の迅速化を進める。 

 

（アジア等海外市場への展開促進） 

（前略）また、成長するアジア市場との連携（共同の臨床研究・治験拠点の構築等）

も目指していく。 

 

（３）アジア経済戦略 

 

～「架け橋国家」として成長する国・日本～ 

（アジア市場一体化のための国内改革、日本と世界とのヒト・モノ・カネの流れ倍増） 

（前略）また、外国人留学生の受入れ拡大、研究者や専門性を必要とする職種の海外

人材が働きやすい国内体制の整備を行うほか、貿易関連手続の一層の円滑化を図るとと

もに、海外進出した企業が現地であげた収益を国内に戻しやすくする。（後略） 

 

（５）科学・技術立国戦略 

 

【2020 年までの目標】 

『世界をリードするグリーン・イノベーションとライフ・イノベーション』、『独自

の分野で世界トップに立つ大学・研究機関の数の増』、『理工系博士課程修了者の完

全雇用を達成』、『中小企業の知財活用の促進』、『情報通信技術の活用による国民

生活の利便性の向上、生産コストの低減』、『官民合わせた研究開発投資をGDP 比４％

以上』 

【主な施策】 

● 大学・公的研究機関改革の加速、若手研究者の多様なキャリアパス整備 

● イノベーション創出のための制度・規制改革 

● 行政のワンストップ化、情報通信技術の利活用を促進するための規制改革 

 

～「知恵」と「人材」のあふれる国・日本～ 

（科学・技術力による成長力の強化） 

人類を人類たらしめたのは科学・技術の進歩に他ならない。地球温暖化、感染症対策、

防災などの人類共通の課題を抱える中、未来に向けて世界の繁栄を切り拓くのも科学・

技術である。 

我が国は、世界有数の科学・技術力、そして国民の教育水準の高さによって高度成長

を成し遂げた。しかし、世界第二の経済大国になるとともに、科学・技術への期待と尊

敬は薄れ、更なる高みを目指した人材育成と研究機関改革を怠ってきた。我が国は、今

改めて、優れた人材を育成し、研究環境改善と産業化推進の取組を一体として進めるこ

とにより、イノベーションとソフトパワーを持続的に生み出し、成長の源となる新たな

技術及び産業のフロンティアを開拓していかなければならない。 

 

（研究環境・イノベーション創出条件の整備、推進体制の強化） 
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このため、大学・公的研究機関改革を加速して、若者が希望を持って科学の道を選べ

るように、自立的研究環境と多様なキャリアパスを整備し、また、研究資金、研究支援

体制、生活条件などを含め、世界中から優れた研究者を惹きつける魅力的な環境を用意

する。基礎研究の振興と宇宙・海洋分野など新フロンティアの開拓を進めるとともに、

シーズ研究から産業化に至る円滑な資金・支援の供給や実証試験を容易にする規制の合

理的見直しなど、イノベーション創出のための制度・規制改革と知的財産の適切な保

護・活用を行う。科学・技術力を核とするベンチャー創出や、産学連携など大学・研究

機関における研究成果を地域の活性化につなげる取組を進める。 

科学・技術は、未来への先行投資として極めて重要であることから、2020年度までに、

官民合わせた研究開発投資をGDP 比の４％以上にする。他国の追従を許さない先端的研

究開発とイノベーションを強力かつ効率的に推進していくため、科学・技術政策推進体

制を抜本的に見直す。また、国際共同研究の推進や途上国への科学・技術協力など、科

学・技術外交を推進する。 

 

これらの取組を総合的に実施することにより、2020 年までに、世界をリードするグ

リーン・イノベーション（環境エネルギー分野革新）やライフ・イノベーション（医療・

介護分野革新）等を推進し、独自の分野で世界トップに立つ大学・研究機関の数を増や

すとともに、理工系博士課程修了者の完全雇用を達成することを目指す。また、中小企

業の知財活用を促進する。 

 

(６)雇用・人材戦略 

 

～子どもの笑顔あふれる国・日本～ 

（質の高い教育による厚い人材層） 

成長の原動力として何より重要なことは、国民全員に質の高い教育を受ける機会を保

障し、様々な分野において厚みのある人材層を形成することである。すべての子どもが

希望する教育を受け、人生の基盤となる力を蓄えるとともに、将来の日本、世界を支え

る人材となるよう育てていく。 

このため、初等・中等教育においては、教員の資質向上や民間人の活用を含めた地域

での教育支援体制の強化等による教育の質の向上とともに、高校の実質無償化により、

社会全体のサポートの下、すべての子どもが後期中等教育を受けられるようにする。そ

の結果、国際的な学習到達度調査において日本が世界トップレベルの順位となることを

目指す。 

また、高等教育においては、奨学金制度の充実、大学の質の保証や国際化、大学院教

育の充実・強化、学生の起業力の育成を含めた職業教育の推進など、進学の機会拡大と

高等教育の充実のための取組を進め、未来に挑戦する心を持って国際的に活躍できる人

材を育成する。 

（後略） 


